　☆組織変更による解散の登記をする場合
　──────────────────────────────────────
○組合組織変更による解散登記申請書
　１．名　　　　称　　　○　組　合
　１．主たる事務所　　　○県郡市区町村大字番地
（１．従たる事務所　　　○県郡市区町村大字番地）
　　　　　　　　　　　　　★（注）従たる事務所の所在地で申請する場合には、当該
　　　　　　　　　　　　　　　　　登記所の管轄区域内にある従たる事務所（従たる
　　　　　　　　　　　　　　　　　事務所が数個あるときはそのうちの１従たる事務
　　　　　　　　　　　　　　　　　所）をも記載する。
　１．登記の事由　　　　組織変更による解散
　１．○県知事の認可書到連の年月日　　平成○年○月○日
　１．登記すべき事項　　○県郡市区町村大字番地○組合に組織変更により解散
　　　　　　　　　　　　　★（注）１．解散の年月日は、組織変更の効カ発生の日、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　すなわち主たる事務所の所在地で商工組合（又
　　　　　　　　　　　　　　　　　　は事業協同組合）について組織変更の登記をし
　　　　　　　　　　　　　　　　　　た日であるから、申請の際には記載せずに提出
　　　　　　　　　　　　　　　　　　し、商登法７０条２項を類推適用して登記官が
　　　　　　　　　　　　　　　　　　記載することとなろう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　２．従たる事務所の所在地で申請するときは、「
　　　　　　　　　　　　　　　　　　別紙登記簿抄本のとおり」と記載してもよい。
　１．添付書類　　　　　総会議事録　　　　　　　１通
　　　　　　　　　　　　　★（注）組織変更の議決をした総会の議事録である。
　　　　　　　　　　　　組織変更の認可書　　　　１通
　　　　　　　　　　　　委任状　　　　　　　　　１通
　　　　　　　　　　　　　★（注）１．「上記の書面は、組織変更による商工組合（
　　　　　　　　　　　　　　　　　　又は事業協同組合）の設立登記申請書添付の書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　面を援用する。」と付記すれば、これらの書面
　　　　　　　　　　　　　　　　　　の添付を要しない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　２．従たる事務所の所在地で申請するときは、主
　　　　　　　　　　　　　　　　　　たる事務所の所在地で登記簿抄本等を添付する
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ことを要し、上記の書面の添付を要しない。
　　上記のとおり登記の申請をする。
　　　　平成○年○月○日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○県郡市区町村大字番地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請人　○　組　合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○県郡市区町村大字番地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表理事　　○○○○○
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○県郡市区町村大字番地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　上記代理人　○○○○○　　　印
　○法務局（○地方法務局）○支局（○出張所）　御中
　　　　　　　　　　　　　★（注）組織変更による商工組合（又は協同組合）の
　　　　　　　　　　　　　　　　　設立登記申請と同時に提出する。
